
山口宇部空港旅行商品造成インセンティブ事業補助金交付要綱 

 

山口宇部空港利用促進振興会 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、山口宇部空港を発着する航空便を利用した旅行商品を企画・販売する

事業者を対象として助成を行うことにより、当該旅行商品の造成を促し、山口宇部空港の

利用促進を図ることを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助対象者は、旅行業法(昭和 27年法律第 239号)に基づく旅行業の登録を受けた者

であって、日本国内に主たる営業所を有する事業者とする。 

 

（事業の内容） 

第３条 以下の要件を満たした旅行商品を対象とする、また、事業の内容は、別表１及び別

表２に定めるとおりとし、予算の範囲内で実施する。補助金の種別については補助金の交

付を受けようとする事業者が選択できるものとする。 

（１） 山口宇部空港発着の航空便を利用した旅行商品であること。 

（２）以下のいずれかに該当する場合は、補助対象外とする。 

① 企画された旅行が観光目的でないもの（宗教、政治、興業、大会参加を目的とするも

の）、ならびに公序良俗に反する内容であると判断されるもの。  

②その他、振興会が不適当と認めるもの。  

 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする事業者は、次に掲げる書類を振興会へ提出するもの

とする。 

（１） 補助金交付申請書（第１号様式） 

（２） 事業計画等の事業概要が分かるもの 

（３） 見積書等の対象経費に要する金額がわかる書類 

（プロモーション助成の交付を申請する場合） 

（４）その他振興会が必要と認めるもの 

 

 （補助金の交付決定） 

第５条 会長は、前条に基づく申請があったときはその内容を審査し、当該事業が適正に実

施されると認めるときは、交付決定通知書（第２号様式）で通知する。 

 

 

 

 

 

 



 

（変更・中止の承認申請） 

第６条 申請者は、事業内容に変更が生じ、その承認を受けようとする場合は、変更（中止）

承認申請書（第３号様式）を旅行出発日１０日前までに振興会に提出し、承認を受けなけ

ればならない。ただし、振興会がやむを得ないと認める場合は、出発日の前日までに提出し、承

認を受けることができる。また、催行時期、催行回数（予定）、催行予定人数の軽微な変更につい

ては、変更（中止）承認申請書の提出は不要とする。 

２ 会長は、申請者から前項の変更（中止）承認申請書を受理したときは、内容を確認の上、

申請内容が適当と認められるときは、変更（中止）を承認し、変更（中止）承認書（第４

号様式）で通知する。 

 

（実績報告） 

第７条 申請者は、当該事業が完了したときは、次に掲げる書類を添えて、事業完了の日から

３０日以内又は当該年度の３月１５日のいずれか早い日までに会長に提出するものとする。 

（１） 事業実績報告書（第５号様式） 

（２） 当該旅行に係る広報媒体の写し 

 

 （補助金の額の確定） 

第８条 会長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、事業の実績確認を行い、事業が

適正に実施されていると認めるときは、補助金の額を決定し、額の確定通知書（第６号様

式）で通知する。 

 

（補助金の支払） 

第９条 申請者は、前条の通知を受けたときは、補助金交付請求書（様式第７号）を速やかに

会長に提出するものとする。 

２ 会長は、申請者から前項の補助金交付請求書を受理したときは、速やかに当該金額を支払

うものとする。 

 

（補助金の交付決定の変更、取り消し） 

第１０条 会長は、交付申請の内容に事実と相違する事項があることが判明したときは、補

助金の交付決定の変更、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 

 （補助金の返還） 

第１１条 会長は、前条による補助金の交付決定の変更、交付決定の全部又は一部の取り消

しによって、補助金の額を減額したときは、交付した補助金のうち減額分について期限を

定めてその返還を命じるものとする。 

 

 （違約金及び延滞金） 

第１２条 申請者は、前条の規定により補助金の返還を命じられ、返還期日までに返還しな

かったときは、返還期日の翌日から返還の日までの日数に応じて、返還を命じた額につき

年８．２５パーセントの割合で算定した金額を延滞金として会長に支払わなければならな



い。 

（実地調査など） 

第１３条 会長は、必要があると認めるときはいつでも申請者に対し補助事業の実施の状況

などの報告を求め、又は実地に調査できるものとする。 

 

（帳簿等の保存期間） 

第１４条 申請者は、当該申請の補助金に係る経理を明らかにした関係書類を整備し、補助

金の交付を受けた日から５年経過した日の属する会計年度の末日まで、これを保存してお

かなければならない。 

 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めのない事項については、会長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年８月１３日から施行する。 



別表 1（第３条関係） 

対象者 
旅行業法(昭和 27年法律第 239 号)に基づく旅行業の登録を受けた者であ

って、日本国内に主たる営業所を有する事業者 

支援内容 

企画旅行の往路又は復路、若しくはその両方に山口空港発着の航空便を

利用した旅行商品の販売、広告宣伝等を行う旅行事業者等に対して助成

するもの。 

要件① 

（イン型） 

次の条件のいずれも満たすこと 

・山口宇部空港発着の定期路線（羽田乗継利用）を利用すること 

・山口県内の宿泊施設で１泊以上すること 

・催行実績が確認できること 

要件② 

（アウト型） 

次の条件のいずれも満たすこと 

・山口宇部空港発着の定期路線（羽田乗継利用）を山口宇部空港を起点

に利用すること 

・催行実績が確認できること 

プロモーション

助成 

・商品の広告宣伝等に係る経費に対し、助成する。 

・商品の広告宣伝等に経費を要したとしても、新幹線等に急遽変更とな

った場合や催行中止となった場合は、如何なる理由であれ助成対象外と

する。 

インセンティブ

助成 

・利用実績について、添乗員は含めない。 

・天候不良等で新幹線等に急遽変更となった場合、実績として計上しな

い。 

補助上限額 ３００，０００円／１商品 

その他 予算額に達し次第、受付終了とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２（第３条関係） 

種別 
事業内容 

プロモーション助成 インセンティブ助成 

①インセンティブ助成 なし 

往復利用の場合：６，０００円／１名 

片道利用の場合：３，０００円／１名 

（上限：３００，０００円／１商品） 

②プロモーション助成＋ 

インセンティブ助成 
上限９万円 

往復利用の場合：６，０００円／１名 

片道利用の場合：３，０００円／１名 

（上限：２１０，０００円／１商品） 

 


